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1 はじめに

金融庁の金融審議会市場ワーキング・グループは、「高齢社会における資産形成・管理」と

題した報告書を2019年に公表した。当該報告書は、公的年金だけでは老後の資金が不足する

ので自助努力で資産形成をしておく必要がある、という半ば常識的な結論について、モデルケー

スでのシミュレーションを基に示したにもかかわらず大きな批判を浴びた。いわゆる老後資金

の2000万円問題であるが、過剰とも思える批判が噴出した背景に、高齢社会を迎えるなかで

老後資金への関心の高さがあったことは間違いない。

その関心の高さは現在も変わっていない。2022年10月に内閣府が行った「世論調査」によ

ると、日常生活に悩みや不安を感じている人は78.0％であり、悩みや不安を感じていること

として、最も多くの人が挙げたのが「老後の生活設計について」の63.5％であった。つまり、

単純計算で国民の約2人に1人が老後の生活設計に対して不安や悩みを抱えている。一方で、

「将来に備えるか、毎日の生活を充実させて楽しむか」という質問では、「将来に備える」とい

う回答が46.2％に対して、「毎日の生活を充実させて楽しむ」という回答が52.9％となってい

る。筆者らとしては、毎日の生活の充実と、将来の生活への備えが二者択一であるかのような

質問の仕方に違和感を覚えるが、どちらかを選ぶのであれば、将来に備えるよりも、今を楽し

みたい人がやや優勢のようである。あるいは、将来が不安で将来への備えを優先せざるを得な

い者と、将来への備えがあって将来への不安が小さく現在の生活も充実できる者との二極化が

進んでいるのかもしれない。いずれにせよ、将来への備えと毎日の生活の充実を両立させるに
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は、リタイアメントプランが重要である。

本稿の目的はアンケート調査に基づいて、現在、年金を受給可能な年齢に達している65歳

以上の世代（以下、年金受給世代）1）のリタイアメントプランに関する基礎的なデータを収集

しつつ、リタイアメントプランに金融リテラシーがどの程度の影響を与えているかを検証する

ことである。第2節では先行研究に基づいてリタイアメントプランと金融リテラシーとの関係

について整理し、本稿の問題意識を提示する。第3節では筆者らが実施したアンケート調査の

内容と調査結果の概要を示す。第4節ではアンケート結果に基づいて金融リテラシーとリタイ

アメントプランとの関係について分析する。第5節では本稿をまとめつつ、今後の研究課題に

ついても触れる。

2 リタイアメントプランと金融リテラシー

本節ではリタイアメントプランと金融リテラシーに関する先行研究をいくつか紹介しつつ、

本稿の問題意識を示す。

2.1 先行研究

まずリタイアメントプランと金融リテラシーとの関係を検証した最も先駆的な業績の1つと

いえるvanRooijetal.（2012）は、金融リテラシーのある人ほど退職後の行動などを計画す

る傾向があるとしている。また高齢者研究の観点から高齢者の金融上の懸念事項を指摘した研

究もある（LitwinandMeir,2013;MaukandMauk,2016）。さらに、退職後の資金計画に注

目した研究（FrancaandHershey,2018）もある。加えて金融リテラシーが高くリタイアメ

ントプランに熱心な人の方がリタイアを延期している傾向（Boardo-Penasetal.2016）や、

複利やインフレ、リスク分散などの金融リテラシーの核をなす概念を正確に理解している人の

老後の貯蓄は、そうでない人より10％以上も多いという研究（Boisclairetal.2014）も報告

されている。一方で、近年はフィンテックの進展によって、金融取引においてITとの関わり

が避けて通れず、高齢者のデジタルデバイドが指摘されており（Friemel,2016）、それがさら

に進めば金融排除につながる（Renetal.2018）おそれがある。

リタイアメントプランと金融リテラシーとの関係を考えるうえでは、借入や貯蓄、投資行動

と金融リテラシーとの関係も重要な論点になるであろう。海外では低所得者等が過剰な債務を

抱えてしまうことが金融リテラシー教育を普及させるモチベーションとなっているケースが多

く、金融リテラシーの向上が借入の状況の改善に効果があることが実証されている（Brown

etal.2016;Burhnetal.2013;LusardiandScheresberg,2013;Xiaoetal.2014）。さらに金

融リテラシーが株式市場への参加に影響を与えているという実証分析もある（vanRooijetal.

2011;Arrondeletal.2015）。一方で、低中所得国での金融教育の効果が小さいという指摘

（KaiserandMenkhoff,2016）や、アメリカにおいて金融教育を導入した州を分析して、成
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果があったという証拠は全くないとの研究（Coleetal.2013）もある。このように、金融リ

テラシーが家計のさまざまな金融上の意思決定に影響を与えている可能性が高い一方で、金融

リテラシー教育の成果については慎重な判断が求められる。

また金融リテラシーに着目すると、女性の金融リテラシーが男性と比較して低いという問題

が海外の研究において指摘されている（Nicolinietal.2013;LusardiandWallance,2013;

Potrichetal.2015;AgnewandHarrison,2015）。さらに、未亡人や独身女性などには金融

リテラシーがより重要になるが、そうした女性の金融リテラシーが低いことも指摘されている

（Budher-Koenenetal.2014）。

2.2 本稿の問題意識

先行研究でみたとおり、リタイアメントプランと金融リテラシーとの関係は、世界的にも注

目されるテーマといえる。わが国においても清家（2017）を筆頭に金融ジェロントロジー研究

が勃興している。2019年には福岡で開催されたG20においても「高齢化と金融包摂のための

G20福岡ポリシー・プライオイリティ～よりよい将来を描くためにカギとなる8つのステッ

プ～」を提言している。しかしながら、冒頭で紹介した世論調査のとおり、わが国の国民の老

後生活の不安や悩みは解消されていない状況である。老後の生活への不安には、年金・医療・

介護などの社会保障制度に対する信頼感や、現役世代の所得の向上に向けた取り組み、それら

を含めた社会的・構造的な改革が求められるが、いずれも時間が必要なうえ、望ましい変化が

起きるかについては不確実性が伴う。そのため、個々人が与えられた制度のなかで、自分自身

のリタイアメントプランを考え、実現に導く金融リテラシーが求められる。

筆者らは先行研究を踏まえたうえで、金融教育の普及に基づく金融リテラシーの向上がライ

フプランひいてはリタイアメントプランに対してポジティブな影響を与えるものと考えている。

まず本稿では、アンケート調査に基づいて、わが国におけるリタイアメントプランと金融リテ

ラシーとの関係について基礎的なデータを得ることを第一義的な目標としている。そのうえで、

調査結果に基づいて回答者の金融リテラシーと、リタイアメントプランに関わるいくつかの行

動等との関係について統計的な分析を試みる。

3 金融リテラシーとリタイアメントプランに関するアンケート調査の概要

本節では、筆者らが行ったアンケート調査の内容と、調査結果の概要について、第一義的な

目的である基礎データを確認する。そのうえで、次節での分析につなげる。

3.1 アンケート調査の概要

筆者らは楽天インサイト株式会社にWebモニター登録している65歳以上の男女各300人

合計600人にアンケート調査を行った。調査期間は2023年2月8日～2月15日であり、調査
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内容は金融リテラシーに関する基本的な問題6問、およびリタイアメントプランに関連する質

問であった。紙幅の制約もあり、質問項目や各質問の選択肢などについては、次項で調査結果

の詳細とともに確認する。

まず回答者の特徴等について表1で確認しておきたい。性別については既に説明したとおり、

男性と女性が300サンプルずつである。回答者の職業については表1のとおり、さまざまな職

業からの回答を得ている。「無職」が40.3％となっており、「専業主夫・専業主婦」の26.8％

を合わせた7割弱の人が働いておらず、残り3割強の人が65歳以降も何かしらの仕事をして

いるようである。そのうち労働形態として最も多いのは「パート・アルバイト」11.3％、次い

で「自営業・自由業」の8.2％となっており、無理のない範囲で年金を補う程度の所得を得て

いると思われる層である。年齢については65歳以上のサンプルとなっているため、平均年齢

は70.16歳となっている。

3.2 調査結果の概要

それでは質問内容も紹介しながら、アンケート調査の結果の概要を確認したい。まず金融リ

テラシー問題6問に対する正答率と、平均正答数は表2のとおりである。紙幅の制約もあるた

め詳細は省くが、金融広報中央委員会が行っている金融リテラシー調査と比べるとやや正答率

が低いものの、ほぼ似たような傾向がみてとれる。

次に現在、回答者が継続的に得ている収入源について、あてはまるものをすべて選んでもらっ
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た結果をまとめたものが表3である。やはり老後の収入の中心を占めるのが、公的年金である。

ただし、「厚生年金」が62.7％で、「国民年金」の59.0％を上回るという奇妙な結果になって

いる2）。おそらく現役時代に厚生年金加入者だった回答者のうち、国民年金にも強制的に加入

していた自覚がなく、厚生年金のみを受給していると誤認している回答者が一定数いるのだろ

う。国民年金と厚生年金が別物だと認識することは、繰り下げ受給の選択や、在職老齢年金に

よる受給額への影響を正しく理解するうえで重要である3）。なお公的年金に対する理解の状況

に関する調査結果については後述する。

また表1で確認した職業と整合するように、「給与所得」が25％となっていて年金以外の収

入としては最も大きな回答割合となっている。次いで年金の3階部分にあたる「企業年金」が

22.7％となっており、何らかの形で企業年金を受け取っている人は4分の1にも満たない。そ

して老後に向けた自助努力の成果と言える「利子・配当所得」や民間の生命保険会社が提供し

ている「個人年金保険」は、それぞれ14.3％と13.7％にとどまっている。なお、厳密な意味

で利子所得が全くない人というのはほとんどいないはずであるが、銀行預金の金利水準が極め

て低い状況ではそのような自覚がないのは致し方ないのかもしれない。

続いて表4でいくつかの金融上の行動に関する回答結果について確認してみよう。「NISA

年金受給世代におけるリタイアメントプランの影響要因の検証（北野・西尾・小山内・氏兼） 39
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表2 金融リテラシー調査の結果



口座を活用している（積立NISAを含む）」について、「非常にあてはまる」もしくは「やや

あてはまる」（以下、「あてはまる」）を選んだ回答者は26％程度であるのに対し、「iDeCo

（個人型確定拠出年金）を活用している」について「あてはまる」を選んだ回答者は3％程度

であった。また「生命保険会社が提供している個人年金保険を活用している」について「あて

はまる」を選んだ回答者も23％強にとどまる。iDeCoは2001年に始まった制度であるが、加

入者数が大きく増加したのは、2017年の加入者の範囲の拡大以降である。そのため現在、年

金を受給している世代では、iDeCoを活用する期間的な猶予が十分でなく、従来からある個

人年金保険や、老後でも活用できるNISAの方が活用しやすいのであろう。

さらに表4では相続に関する家族間での情報共有に関する回答結果もまとめているが、「家

族間での通帳の場所や銀行口座の数、資産額などの情報を共有できている」に対して「あては

まる」が36％程度、「一定の要件を満たす子や孫に対する住宅資金や教育資金、子育て資金等

については贈与税の非課税制度があることを知っている」が46％程度、「相続について親もし

くは子どもと情報を共有している」が22％程度であった。贈与に関する非課税制度はある程

度の割合で知られていても、相続に関連するような情報共有はあまり進んでいないようである。

加えて表4では、アンケート調査実施のタイミングで物価の上昇傾向が明らかとなってきた

こともあり、長期的なリタイアメントプランについて考える際に重要な物価上昇への対応も回

答を得ている。「支出を減らす努力をしている」について「あてはまる」が57％程度となって

いるのに対し、「投資を増やしている」や「残業や副業で収入を増やすように努力している」
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（出所）筆者作成。

表3 現在の継続的な収入源の分布



は6％前後にとどまった。インフレヘッジのために投資を増やすことも、労働時間を増やすこ

ともあまりできず、支出の削減に努力を傾けざるを得なかったのであろう。また「生活福祉資

金貸付制度」の認知度は1割にも満たないようである。

続いて表5で公的年金に関する知識もしくは認知の状況について概観しておきたい。「よく

知っている」もしくは「ある程度知っている」（以下、「知っている」）の割合の低さで目立つ

のが、「在職老齢年金によって支給停止となる部分は繰り下げ受給しても増額の対象とならな

い」の25％弱である。「年金受給中に会社員として一定以上の収入があると老齢厚生年金部分

（在職老齢年金）が一部または全部支給停止される」という在職老齢年金の認知度そのものは

70％を超えており、「年金の支給時期を繰り下げる（遅らせる）と年金の受け取り額を増額さ

れ（繰り下げ受給）、繰り上げる（早める）と年金の受け取り額を減額される（繰り上げ受給）

制度がある」の認知度は85％を超えている。にもかかわらず、在職老齢年金と繰り下げ受給

という制度間のやや複雑な関係には理解が及んでいない回答者が多いのであろう。こうしたこ

とは年金の繰り下げ受給の判断に影響を与えている可能性がある。いずれにせよ、表5からい

えることは、公的年金が国民全員に加入義務のある制度でありながら、多くの項目に対する認

年金受給世代におけるリタイアメントプランの影響要因の検証（北野・西尾・小山内・氏兼） 41

（出所）筆者作成。

表4 金融行動等に関する項目の回答結果



知が8割前後にとどまっており、誰にでもわかりやすい制度になっているとは言い難いという

ことである。

次に表6で老後資金の準備状況について確認してみよう。「老後の資金を計画的に準備して

いる」という回答者は23.5％にとどまるが、「老後にいくら必要かわからないが、準備してい

る」という回答者は41.5％と最も高い回答割合となっており、合計すると65％程度の回答者

が老後資金を準備していることになる。逆にいえば、残りの35％が老後資金を準備していな

いということである。特に「老後にいくら必要かわからず、準備もしていない」という回答が

全体の23.2％を占めており、老後資金を準備しない理由として、いくら必要かわからないた

め、老後資金を準備する気にならないという可能性が示唆される。

次は表7で老後を迎えている回答者の居住形態について確認してみよう。居住している戸建

てもしくはマンションについて、本人の所有が52.2％、配偶者の所有が19.7％、本人と配偶

者の共同所有が10.5％となっており、本人や配偶者の資産に居住している割合が80％以上を

占めた。親族あるいは友人などが所有する物件に居住している割合は3.5％となっている。以

上の選択肢を身内の所有する物件と広くとらえれば、ここまでで86％近くを占めている。そ

して、賃貸物件に居住している割合が12.3％、その他何らかの形で借りている割合が1.0％と
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表5 公的年金に関する知識もしくは認知の状況



なっており、13％強が本人や配偶者、親族などが所有していない物件を借りて居住している。

現在の年金受給世代は現役時代に住宅ローンを借りてマイホームを購入する、というのが一般

的なライフスタイルであった社会的な背景が影響しているものと思われる。なお老人ホームな

どの高齢者施設に入居しているという回答者は0.8％にとどまった。Webアンケートに回答可

能な回答者というサンプルバイアスが働いている可能性も考えられるし、高齢社会のなかで高

齢者施設への入居が非常に狭き門となっていることを反映している可能性も考えられる。

表7で回答者の居住形態について確認したので、次は表8で住宅ローンの利用状況について

確認したい。まず最も目を引くのは「住宅ローンを利用していない」という回答が55％を占

めることである。総務省統計局が公表している「家計調査報告（貯蓄・負債編）」によると、

2021年時点で二人以上の世帯で負債保有世帯の割合は37.7％となっており、6割前後が住宅

ローンを利用していないという本稿の調査結果とは整合的といえる。そのうえで、他の選択肢

を確認すると、最も割合が高いのは、「住宅ローンは既に返済を終えている」の35％である。

「住宅ローンを利用していない」330サンプルを除いた270サンプルに占める割合でみれば、
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（出所）筆者作成。

表6 老後資金の準備状況

（出所）筆者作成。

表7 回答者の居住形態



住宅ローンを完済している回答者の割合は8割近く（≒210／270）、「住宅ローンの返済は、退

職までに終える予定である」という回答者も含めると86％以上となる。また住宅ローンの返

済額に影響を与えうるさまざまな選択については、繰り上げ返済の検討が10％、固定金利と

変動金利の検討が9.5％、元利均等返済と元金均等返済の検討が4.5％となっている。今回の

調査では、当初の住宅ローンの契約に関する情報を一切調査できていないため、住宅ローンに

関する回答割合の高低や、回答者の検討状況や選択の合理性などは判断できない。しかしなが

ら、バブル崩壊から30年以上が経過し、その間きわめて低い金利水準が長く続いていたこと

を考えれば、繰り上げ返済から得られる総返済額の減少額も、変動金利に対する固定金利のリ

スクプレミアムもそれほど大きいものではなかったという影響があるのかもしれない。

続いて、現在の年金受給世代による金融サービスの利用チャネルについて、表9で確認して

みよう。金融サービスの利用チャネルについては、普段利用するチャネルをすべて選んでもら

う質問と、最も利用するもの1つだけを選んでもらう質問を行った。まず普段利用するサービ

スから確認すると、金融機関の店舗の ATM が最も多く 82.0％、次いで金融機関の窓口が

56.7％、オンラインサービスが37.3％、コンビニ等のATMが26.8％と続き、担当者による自

宅訪問は6.7％にとどまった。現状では金融機関の店舗のATMや窓口が年金受給世代にとっ

て最も身近なチャネルになっており、オンラインサービスの利用者は4割に満たない。担当者

の自宅訪問は、体力の落ちた高齢者にとっても、資産を持っている高齢者を顧客として囲い込

みたい金融機関にとっても、重要なチャネルとなっている可能性はないかと期待したが、金融

機関にとってはリスクとコストが見合わないのかもしれない。

さらに最も利用するチャネルについても表9で確認すると、やはり最も利用されているのは
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注）排他的な選択肢である「住宅ローンを利用していない」を除いて、複数回答可としているため、
すべての回答割合を合計すると100％を超える。

（出所）筆者作成。

表8 住宅ローンの利用状況



店舗のATMで64.7％となっており、圧倒的な割合である。一方で興味深いのが、最も利用

するチャネルの二番目がオンラインサービスの18.9％となっており、店舗の窓口の10.5％を

上回る点である。本稿の調査は継続的に行ってきたものではないため、新型コロナウイルス感

染症拡大の前後での比較はできないが、非対面チャネルの充実が図られるなかで、金融機関と

利用者の双方で店舗の窓口の利用は必要最低限になってきているのかもしれない。ただし、本

稿のアンケートがWeb調査のため、一定のサンプルバイアスから生じた結果である可能性も

否定できない。

本節の最後に、年金受給世代における金融トラブルの経験について、表10で確認してみよ

う。まず最も割合が高いのは「金融トラブルにつながると思われる体験をしたことはない」の

75.5％である。この割合は高いともいえるが、見方を変えれば、年金受給世代の4人に1人近

くが何かしらの金融トラブルにつながった可能性のある経験があるともいえる。実際に「金融

トラブルにつながると思われる勧誘を受けたことがある」という回答が13.3％にのぼり、「金

融トラブルと思われる経験をしたことがあり、実際に金銭的な被害にあったことがある」とい

う回答も5.0％となっている。今回の回答者の20人に1人が被害にあった自覚があることを

考えると、これらの金融トラブルはきわめて身近な金融上のリスクと考えるべきであろう。だ

まし取る側は文字どおり手を変え品を変えてアプローチしてくることを考えると、「金融トラ

ブルと思われる経験をしたことはあるが、実際に金銭的な被害にはあわなかった」という7.3％

の回答者も油断すべきではないだろう。「金融トラブルにつながると思われる勧誘を受けたこ

とがあり、消費者センターや警察に相談したことがある」という4.2％の回答者のように、少
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注1）普段利用するサービスについては、排他的な選択肢である「金融機関のサービスを利用していない」
を除いて、複数回答可としているため、回答割合を合計すると100％を超える。

注2）最も利用するサービスについては、普段利用するサービスという質問で「金融機関のサービスを利
用していない」とした回答者以外に回答してもらったため、サンプル数が561となっており、各回
答の割合も総数561に対する割合を示している。

（出所）筆者作成。

表9 金融機関のサービスの利用状況



しでもあやしいと感じたら信頼できる外部の専門機関に相談することで、回答者自身の被害を

防ぐだけでなく、情報共有を通じて社会全体の被害を少しでも減少させることにもつなげたい。

以上、本節では筆者らの行ったアンケート調査について概観してきた。現在の年金受給世代

の主要な収入源は、当然ながら公的年金であるが、4人に1人程度が給与所得等で生活費を補っ

ていることがみてとれた。ただし、在職老齢年金に対する繰り下げ受給を筆頭に、国民皆保険

の制度にしては公的年金に対する理解や認知は十分とは言えない。一方で老後資金の準備をし

ているという回答者は7割弱にとどまっており、年金受給世代の側の自助努力も十分とはいえ

ない。ただし、住宅ローンを完済するなど、老後の住居の確保は概ねできている世代でもある。

金融機関の利用については現状ではATMが最も利用されているが、オンラインサービスの

利用も着実に進んでいる。他方、20人に1人が何らかの金融トラブルによる金銭的な被害を

経験した自覚があり、看過できない金融上のリスクと言える。

4 金融リテラシーがリタイアメントプランに与える影響の検証

本稿で行ったアンケート調査は、筆者らにとってあくまで基礎データを収集するためのもの

である。しかしながら、以下では収集したデータを用いて老後資金の準備状況に影響を与える

要因について、一定の検証を試みる。そうした検証を通じて、金融リテラシーが老後の準備状

況に与えている可能性について実証を試みる。
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注1）今回の調査では質問文において、実際のトラブル事例も参考にして、「金融トラブ
ルとは、振り込め詐欺、身に覚えのない代金の請求、サブスクの契約の解除がで
きない、ネットで購入した商品が届かない、投資会社に入金したお金が出金でき
ない、高額な講座・セミナー・商品・サービスや怪しい金融商品の勧誘、など」と
いう形で例示した。

注2）排他的な選択肢である「金融トラブルにつながると思われる体験をしたことはな
い」を除いて、複数回答可としているため回答割合を合計すると100％を超える。

（出所）筆者作成。

表10 金融トラブルの経験などの状況



4.1 カイ二乗の検定による分析

本稿は独自に収集したアンケート調査データを用いているので、まず金融リテラシーがリタ

イアメントプランに与える影響について、カイ二乗の検定を用いて検証してみたい。なお検証

にあたっては、金融リテラシー問題6問の正答数に応じて、低リテラシー層（LL）（0～2問）、

中リテラシー層（ML）（3～4問）、高リテラシー層（HL）（5～6問）、という3つの階層に区

分する。なお紙幅の制約もあるため、以下では統計的な有意差が認められた主な項目のみを取

り上げる。

表11は金融リテラシーの階層の違いが老後資金の準備状況に与える影響を検証したもので

ある。表11から明らかなように、高リテラシー層の84％程度、中リテラシー層の73％程度が

老後資金を準備しているのに対し、低リテラシー層は57％にとどまる。金融リテラシーの高

さが年金受給世代の老後資金の準備状況に対して影響を与えていることは、0.1％水準で統計

的に有意な差が認められた。

次に表12で興味深い分析結果として紹介したいのは、継続的な収入源としての厚生年金と

金融リテラシーとの関係についてである。表12から明らかなように、継続的な収入源として

厚生年金を得ている割合は、高リテラシー層で83.7％に達し、中リテラシー層でも70％超で

あるのに対し、低リテラシー層では54.6％にとどまる。この検証結果は何を意味するのであ

ろうか。金融リテラシーの高い人ほどきちんと厚生年金が受け取れるような職業を選んだと考

えることもできるし、リテラシーの低い人が国民年金と厚生年金の関係を理解せずに回答した
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注1）LLは低リテラシー層、MLは中リテラシー層、HLは高リテラシー層を示している（以
下、同じ）

注2）***：p＜0.001

表11 老後資金の準備状況と金融リテラシーとの関係



結果とも考えることができる。しかしながら、最も大きな要因は、先行研究でも確認したとお

り、女性の方が金融リテラシーの低い傾向があり、かつ現在の年金受給世代では女性は専業主

婦で国民年金の第三号被保険者として国民年金のみを受給している、という影響が強く出てい

るものと思われる4）。いずれが主たる原因かはともかく、低リテラシーの人のほど公的年金の

受給額が低い、という悪循環に陥っている傾向があることは指摘できる。金融リテラシーの高

さが厚生年金の受け取りに対して影響を与えていることは、0.1％水準で統計的に有意な差が

認められた。

続いて表13で継続的な収入源としての利子・配当所得と金融リテラシーの関係について検
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注）***：p＜0.001

表12 継続的な収入源としての厚生年金と金融リテラシーの関係

注）***：p＜0.001

表13 継続的な利子・配当所得と金融リテラシーとの関係



証してみよう。継続的な収入源として利子・配当所得を得ている割合は、高リテラシー層で

24.5％、中リテラシー層で22.2％であるのに対し、低リテラシー層ではわずか7.8％にとどま

る。やはり金融リテラシーの高い人ほど、自助努力としての資産形成に基づいて利子・配当所

得も得ていることがわかる。なお金融リテラシーの高さが継続的な利子・配当所得に対して影

響を与えていることについて、0.1％水準で統計的に有意な差が認められた。

さらに表14で継続的な収入源としての個人年金保険と金融リテラシーとの関係について検

証してみよう。表14のとおり、継続的な収入源として個人年金保険を得ている割合は、高リ

テラシー層で22.4％、中リテラシー層で15.7％、低リテラシー層で11.0％となっている。階

層ごとの差は大きくないが、リテラシーの高さが個人年金保険の受給と結びついていることが

よみとれる。金融リテラシーの高さが継続的な収入源としての個人年金保険の受け取りに与え

る影響については、10％水準ながら統計的に有意な差が認められた。

次に年金受給世代における物価上昇対策と金融リテラシーとの関係についても検証してみよ

う。まず表15は物価上昇対策としての支出の削減と金融リテラシーとの関係をクロス集計し

たものである。表15で興味深いのは金融リテラシーが低い層ほど「非常にあてはまる」や

「全くあてはまらない」の回答割合が高くなるのに対し、「ややあてはまる」や「どちらともい

えない」あるいは「あまりあてはまらない」の回答割合は金融リテラシーが高い層ほど高くなっ

ている点である。これらの結果が示しているのは、金融リテラシーが高い層ほど昨今の物価上

昇に対して、支出面での反応がやや小さいという点である。可能性として指摘できるのは、金

融リテラシーの高い層ほど何らかの形でインフレヘッジができているのではないかということ

である。なお金融リテラシーの違いが物価上昇対策としての支出の削減に与える影響について、

0.1％水準で統計的に有意な差が認められた。
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注）‡：p＜0.1

表14 継続的な収入源としての個人年金保険と金融リテラシーの関係



続いて物価上昇対策としての投資の増加と金融リテラシーとの関係について、表16で検証

してみよう。全体的に「あてはまる」を選択する割合は低いが、金融リテラシーが高い層ほど

物価上昇対策として投資を増やす傾向がみてとれる。逆に「全くあてはまらない」の割合は金

融リテラシーが低いほど高まり、低リテラシー層では65.1％に達する。年金受給世代である

ためリスク資産の割合を過度に高める必要はないが、金融資産の実質価値を維持するうえで、

柔軟にリスク資産を組み入れる選択も求められる。こうした柔軟な対応力を身につけるために

も金融リテラシーの向上が必要となるだろう。なお金融リテラシーの違いが物価上昇対策とし

ての投資の増加に与える影響について、0.1％水準で統計的に有意な差が認められた。

以上、年金受給世代における継続的な収入源および物価上昇対策に金融リテラシーが与える

影響について検証してきた。金融リテラシーの高さは、現在の年金受給世代における老後資金
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注）***：p＜0.001

表15 物価上昇対策としての支出削減と金融リテラシーの関係

注）***：p＜0.001

表16 物価上昇対策としての投資の増加と金融リテラシーの関係



の準備そのものだけでなく、継続的な収入としての利子・配当所得、厚生年金、および個人年

金保険にも影響を与えていることが明らかとなった。さらに金融リテラシーの高さは昨今の物

価上昇局面での対応力にも影響を与えている。既に年金受給世代となっている低リテラシー層

へのフォローをどうするかについては、公的な支援が求められるのかもしれないが、社会福祉

が基本的に申請主義であるため、低リテラシー層には支援策を周知する必要があるかもしれな

い5）。筆者らの大きな問題意識は高齢者の金融包摂にあり、公的な支援を認知できるような金

融リテラシーの向上策は、現在の年金受給世代にも求められるのではないだろうか。

4.2 老後資金の準備状況に与える影響要因のロジスティック回帰分析

前項では老後資金の準備状況等と金融リテラシーとの関係についてクロス集計によるカイ二

乗を用いて検証を試みた。しかしながら、個々の属性や行動特性が他の要素にどのように影響

を与え、その結果として老後資金の準備状況にも影響を与えているのか、などについてはうか

がい知ることはできない。そこで筆者らはいくつかの変数を抽出して老後資金の準備状況に与

える影響について、ロジスティック回帰分析を用いた検証も試みる。ロジスティック回帰分析
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（出所）筆者作成。

表17 各変数の説明



にあたっては、必要な額を把握しているかを問わず、老後資金を準備していると回答した回答

者を「1」、老後資金を準備していないと回答した回答者を「0」として被説明変数を設定した。

また先行研究および本稿のここまでの分析内容に基づいて、「女性ダミー」、「既婚ダミー」6）、

「給与所得ダミー」、「利子・配当所得ダミー」、「厚生年金ダミー」、「トラブル未経験ダミー」、

「オンライン利用ダミー」、「金融リテラシー」という8つを説明変数とした。各変数の詳細に

ついては表17のとおりである。

次に表18で変数間の相関係数も確認しておきたい。相関係数が0.4を超えるような相関関

係はみられず、最も高いもので「オンライン利用ダミー」と「金融リテラシー」との0.316と

なっている。「金融リテラシー」については「給与所得」と「既婚ダミー」を除いて、0.2を

超える程度の正もしくは負の相関関係がみられる。また「女性ダミー」は「オンライン利用ダ

ミー」、「厚生年金ダミー」、および「金融リテラシー」と0.2を超える負の相関関係がみられ

る。ただいずれにせよ、変数間に強い正もしくは負の相関関係はみられない。

続いて表19で本稿におけるロジスティック回帰モデルの有意性、適合性、および的中率を

確認してみよう。モデル係数のオムニバス検定では0.1％水準で本稿のモデルの有意性が認め

られた。またHosmerとLemeshow の検定では有意確率がp＞0.05となっており、モデルの

適合性は十分である。さらに分類テーブルを確認すると、モデルの予測の的中率は69.2％と

なっており、一定水準の精度となっているといえる。しかしながら、実際に「準備している」

と回答した観測データに対する的中率が88.7％であるのに対し、「準備していない」と回答し

た観測データに対する的中率は32.9％と極端に低い。本稿のモデルは老後資金を準備してい

る人を予測することはできても、準備していない人の傾向はつかみきれていないのかもしれな

い。ただし、有意性、適合性、および的中率のいずれでみても、本稿におけるロジスティクス

回帰モデルは有効なものであることが確認できる。

それでは、表20でロジスティック回帰分析の結果を確認してみたい。表20から明らかなと

おり、「利子・配当所得ダミー」が最も大きなオッズ比（Exp（B））となっており、0.1％水準
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で統計的に有意な差が認められた。当然ながら老後に利子・配当所得を得られるような資産形

成を行っていることが、老後資金の準備にも結び付いていることがみてとれる。次いで高いオッ

ズ比となったのは、「オンライン利用ダミー」であり、1％水準で統計的に有意な差が認めら

れた。経済のデジタル化が進むなかで、ITリテラシーが老後資金の準備に対してポジティブ

な影響を与えていることがみてとれる。また「厚生年金ダミー」も信頼区間95％でオッズ比

が1を超えており、1％水準で統計的な有意性が認められた。現役時代に就業して所得を得て

いることは老齢厚生年金の受け取りのみでなく、老後資金の準備そのものにもポジティブな影

響を与えていることがみてとれる。さらに「金融リテラシー」についても信頼区間95％でオッ

ズ比が1を超えており、1％水準で統計的な有意性が認められた。やはり金融リテラシーの高
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表19 本稿のモデルの有意性、適合性、および的中率の検証

表20 老後資金の準備状況を被説明変数とするロジスティック回帰分析の結果



さは老後資金の準備状況にポジティブな影響を与えている。

逆に今回の調査では、「給与所得ダミー」、「女性ダミー」、「既婚ダミー」、「トラブル未経験

ダミー」については統計的に有意な水準の影響は認められなかった。「給与所得ダミー」につ

いては、計画的に老後を迎えて引退する人や、十分な老後資金があっても働きたい人、十分な

老後資金がなくて働かざるを得ない人、など正と負の影響が交錯しているのであろう。「女性

ダミー」は現在の年金受給世代において専業主婦世帯が主流という社会的な背景もあって、

「金融リテラシーが低い傾向のある女性だから老後資金の準備ができていない」という関係性

は確認できなかった。また「既婚ダミー」についてもそれほど老後資金の準備状況に対して明

確な影響がよみとれなかった。今回のサンプルの82.7％が既婚であったことに加えて、結婚

して計画的に生活するポジティブな効果と、結婚して家族が増えることで老後資金の準備が後

回しになるネガティブな効果があり、いずれが強く出るかは個別性が強いのであろう。さらに

「トラブル未経験ダミー」についても老後資金の準備状況に対する明確な影響は認められなかっ

た。分析結果からみると、金融トラブルにつながりうるような勧誘を受けるかどうかは、ある

種の運の要素もあり、老後資金の準備状況には影響を与えないのであろう。

ただし、気になるのは表18で確認したとおり、「金融リテラシー」と「トラブル未経験ダミー」

との間に弱いながらも負の相関関係があった点である7）。負の相関関係を単純に考えると、金

融リテラシーの高い人ほど、金融トラブルにつながる勧誘を受けやすいということになる。筆

者らなりに解釈すると、金融リテラシーが高くて資産形成している人ほど詐欺の標的にされや

すいか、金融リテラシーの高い人ほど儲け話などに敏感であるか、といういずれかの影響と思

われる。いずれにせよ、高齢者が貴重な老後資金を特殊詐欺等でだまし取られる被害は後を絶

たない状況であり、自身の老後資金を守るための金融リテラシーが年金受給世代にとって重要

となってくることは間違いない。

以上、老後資金の準備状況に影響を与えうる要因を抽出して、ロジスティック回帰モデルに

よって分析を行った。分析の結果、資産形成による老後資金の準備は、単に取り崩すための資

金として機能するだけでなく、利子や配当など老後における継続的な収入と結び付いていた。

また厚生年金の加入者であることは、公的年金としての厚生年金の受給だけでなく、自助努

力としての老後資金の準備にもポジティブな影響を与えていた。さらに、金融機関等による

オンラインサービスの利用も、老後資金の準備の面で統計的な有意性が認められた。加えて、

本稿が最も関心を持っていた金融リテラシーについても、やはり老後資金の準備に対してポジ

ティブな影響を与えていた。ただし、専業主婦世帯が一般的であった現在の年金受給世代の

場合、女性や既婚などの要因については老後資金の準備に対して明確な影響を確認できなかっ

た。金融トラブルにつながるような勧誘を受けていないことも、老後資金の準備には影響が確

認できなかった。
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5 むすびにかえて

本稿ではアンケート調査に基づいてリタイアメントプランと金融リテラシーに関する基礎デー

タを収集するとともに、一定の検証を行った。現在の年金受給世代における金融リテラシーの

高さは老後資金の準備状況にポジティブな影響を与えていた。また年金受給世代における継続

的な収入源としての利子・配当所得、厚生年金、個人年金保険などにも金融リテラシーが影響

を与えていた。さらに年金受給世代の物価上昇対策についても、金融リテラシーの高さがより

適切な行動の選択につながっていた。加えてロジスティック回帰分析の結果から、利子・配

当所得、金融リテラシー、金融機関等のオンラインサービスの利用、および厚生年金の受給

（＝現役時の有職者）、といった要素が年金受給世代における老後資金の準備状況について、統

計的に有意な水準でポジティブな影響を与えていた。一方で、本稿の調査を分析した結果、女

性や既婚などの要素は必ずしも有意な影響を与えていなかった。これは現在の年金受給世代に

おいては男女が結婚して家庭を築き、女性は専業主婦になるという世帯が社会的に主流であっ

たため、家計単位で老後資金がとらえられてきた影響と思われる。逆に言えば、未婚や寡婦も

しくは寡夫の世帯へのフォローが重要ということを意味する。また若い世代において未婚率の

上昇が起きており、現役世代はより個人レベルでのリタイアメントプランが求められるであろ

う。いずれにしても、金融リテラシーの向上が適切なリタイアメントプランの構築につながり、

国民の2人に1人の悩みとなっている老後への不安の軽減へと結びつくことが期待される。

なお本稿の調査にはいくつかの課題がある。まず、既に年金受給世代に達しているにもかか

わらず、老後資金が十分ではなく、金融リテラシーも低い層へのフォローが必要なことは指摘

できても、どのようなフォローが必要かは示すことができていない。またアンケート調査を依

頼した楽天インサイト株式会社から提供された属性データからは、金融リテラシーと年収との

間に一定の正の相関関係がある可能性が指摘できる。つまり、十分な年収があって、資産運用

を行う余力のある層ほど、高い金融リテラシーを身に付け、リタイアメントプランを実行可能

である一方で、低所得層は資産運用等を行う余力がないため、金融リテラシーを高める機会も

なく、適切なリタイアメントプランを実行できない傾向があるということである。金融リテラ

シー教育がこの悪循環の解消に役立つのであれば、その可能性を今後の研究で示していきたい。

さらに、特に女性の分析にあたって、現在の年金受給世代は専業主婦世帯が主流であった影響

で、個人単位というよりも家計単位でとらえる必要があるということを、本稿の調査を通じて

痛切に感じた。ただし、ライフスタイルがより個別化している現役世代については、やはり個

人単位でとらえるべきなのかもしれない。いずれにせよ、ライフスタイルの変化を踏まえて、

実態に即した金融リテラシー調査が求められる。加えて、本稿の調査は楽天インサイト株式会

社によるWebアンケートによるものであるが、この調査方法ではデジタルデバイドによって

金融的な排除を受ける人たちにアプローチできているとは言い難い。以上の問題点は今後の課
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題としつつ、本稿の調査がわが国のリタイアメントプランと金融リテラシーに関する研究の一

助となれば幸いである。
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注

1） 公的年金については 60歳になった時点で繰上げ受給を選択できる。しかしながら、多くの企業が 65

歳以降への定年年齢の延長、あるいは 65歳までの再雇用などの対応を求められている。そのため、筆

者らは 60代前半を現役世代ととらえて、本稿においては分析対象としない。

2） 制度的には国民年金（国民基礎年金）のみを繰り下げ受給している、というような人が一定数いる

可能性はあり得る。

3） 国民年金と厚生年金は、繰り上げ受給する場合には同時に行う必要があるが、繰り下げ受給を行う

場合には別々に行うことができる。また後述する在職老齢年金による年金額の一部または全部の支給停

止の対象となるのは、厚生年金のみである。そのため、国民年金と厚生年金を別物として理解すること

は、リタイアメントプランにとっても重要である。

4） 本稿のサンプルにおいても平均差の検定を行ったところ、金融リテラシー 6問の正答数について、

男性の平均正答数が 2.61に対し、女性の平均数は 1.77となっており、0.1％水準で統計的に有意な差が

認められた。

5） 統計的な有意差が認められなかったため、本文には掲載していないが、「生活福祉資金貸付制度につ

いて知っている」という質問に対して、「あてはまる」と回答した割合は、高リテラシー層で 16.3％、

中リテラシー層で 10.2％であるのに対し、低リテラシー層が 6.9％となっている。

6）「既婚」と「未婚」という属性については、楽天インサイト株式会社の登録情報を紐づけて提供して

もらったデータである。なお 600サンプルに対する既婚率は 82.7％（496サンプル）であった。

7） 紙幅の制約もあって掲載していないが、「金融リテラシー」と「トラブル未経験ダミー」との相関係

数－0.215は、0.1％水準で統計的な有意性が認められた。
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Analysis of the Actual Situation and Influencing

Factors of Old Age Retirement Plans:

Focusing on Financial Literacy

Yuji Kitano, Keiichiro Nishio, Koji Osanai and Yoshikazu Ujikane

Summary

In this study, we collected basic data on retirement plans and financial literacy

based on a questionnaire survey, in order to verify a link between them. We

conducted a logistic regression analysis on the data obtained. It was observed

that high levels of financial literacy among the generation of current pensioners

exerted a positive impact on the preparation for retirement funds. Financial

literacy also impacted interest and dividend income, employee pensions, and per-

sonal pension insurance, which are sources of continuous income for pensioners.

Furthermore, we were able to point out that a high degree of financial literacy

may lead to more appropriate actions by pensioners to counter inflation. Addi-

tionally, factors, such as interest and dividend income, financial literacy, use of

online financial services, and receipt of an employee pension, influence the retire-

ment savings of pensioners. It had a statistically significant positive impact on

preparedness. On the other hand, factors, such as being female or married did

not necessarily have a significant influence. The reason for this could be that

since men and women belonging to the generation of current pensioners got

married to start families, and women become full-time housewives, retirement

funds are considered on a household basis. In other words, it is important to

consider unmarried, or widowed people. Furthermore, it has been pointed out

that the rate of unmarried people among the younger generation is increasing,

and the working generation will be required to have a retirement plan on a more

individual level. In any case, it is hoped that improved financial literacy will

encourage the creation of appropriate retirement plans, reducing concerns about

retirement.


